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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第１四半期連結
累計期間

第56期
第１四半期連結
累計期間

第55期

会計期間
自　平成28年１月１日
至　平成28年３月31日

自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日

自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日

売上高 （千円） 10,353,313 11,262,704 46,592,757

経常利益 （千円） 57,250 217,064 1,432,165

親会社株主に帰属する四半期(当

期)純利益
（千円） 32,065 111,006 1,145,853

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △108,156 △162,796 3,903,440

純資産額 （千円） 34,746,975 38,198,984 38,757,291

総資産額 （千円） 58,285,561 63,502,073 64,821,251

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 0.65 2.25 23.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

(当期)純利益金額
（円） 0.65 2.24 23.15

自己資本比率 （％） 59.5 60.1 59.7

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等は行われておりません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社および連結子会社)が判

断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復が続きました。個人消費が雇用所得環境の改善

を背景に安定しており、鉱工業生産も在庫調整が進み堅調に推移しました。2016年度後半に円高が一巡し、米大統

領選挙後の円安に伴い企業収益が改善したことから、設備投資も持ち直す動きとなりました。このため、景況感も

概ね改善しましたが、米新政権の政治手腕に対する懸念も根強く先行きへの不透明感も大きくなっております。

　段ボールの消費動向は、１－３月累計数量（速報値）は前年比101.9％と概ね安定して推移しました。

　このような環境下当社グループにおいては、生産面の合理化および収益視点の販売強化に注力し、主力製品の品

質・サービスの向上や企画・開発力の訴求に努めてまいりました。

　段ボールの国内販売数量は、食料品をはじめ多くの分野で堅調に推移しました。特に衛生用品等が前年を大きく

上回ったことなどにより、全体として前年比106％の販売量となりました。生産面においては引き続き、歩留りや

生産性向上など工場運営の合理化と設備メンテナンスの強化に努めたことなどにより、収益は昨年を上回る結果と

なりました。

　海外においては、ベトナム・ハイフォンの現地法人がベトナム市場の旺盛な需要を着実に取り込むため、設備増

強を前倒しして進めているほか、中国・蘇州の現地法人では生産性向上が収益に結びついた結果、増収増益に大き

く寄与しました。

　その結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は112億62百万円(前年同期比108.8％)、営業利益72百万円

(前年同期は営業損失１億５百万円)、経常利益２億17百万円(前年同期比379.2％)および親会社株主に帰属する四

半期純利益１億11百万円(前年同期比346.2％)となりました。

　セグメントの業績の状況は次のとおりであります。

①　包装材関連事業

　当セグメントにおきましては、売上高は120億２百万円(前年同期比109.7％)、セグメント利益(営業利益)は１億

51百万円(前年同期はセグメント損失63百万円)となりました。

②　不動産賃貸事業

　当セグメントにおきましては、売上高は98百万円(前年同期比102.2％)、セグメント利益(営業利益)は81百万円

(前年同期比104.2％)となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ13億19百万円減少し635億２百万円と

なりました。これは、主に前連結会計年度末に比べ、受取手形及び売掛金などの売上債権が減少したことなどによ

るものであります。

　当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ７億60百万円減少し253億３百万円とな

りました。これは、主に短期借入金を返済したことおよび仕入債務が減少したことなどによるものであります。

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ５億58百万円減少し381億98百万円と

なりました。これは、主に配当金の支払いなどによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は75百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

（注）平成29年３月24日開催の第55期定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。これに

より、株式併合の効力発生日（平成29年７月１日）をもって、発行可能株式総数が24,000,000株となります。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年５月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,612,959 51,612,959

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第二部）

単元株式数　1,000株

計 51,612,959 51,612,959 － －

（注）１　「提出日現在発行数」の欄には、平成29年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。

２　平成29年３月24日開催の第55期定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

これにより、株式併合の効力発生日（平成29年７月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株に変更

となります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年１月１日～

平成29年３月31日
－ 51,612,959 － 4,000,000 － 16,986,679

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成28年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式　2,212,000
－ －

完全議決権株式（その他）  普通株式 48,869,000 48,869 －

単元未満株式  普通株式　　531,959 － －

発行済株式総数 51,612,959 － －

総株主の議決権 － 48,869 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株（議決権14個）含まれて

おります。

　２　「単元未満株式」の中には、自己株式が632株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

ダイナパック株式会社

名古屋市中区錦三丁目

14番15号
2,212,000 － 2,212,000 4.2

計 － 2,212,000 － 2,212,000 4.2

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年１月１日から平

成29年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

ダイナパック株式会社(E00668)

四半期報告書

 6/15



１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 964,504 1,047,329

受取手形及び売掛金 14,777,602 13,271,167

商品及び製品 729,989 844,852

仕掛品 197,847 204,649

原材料及び貯蔵品 1,207,060 1,187,881

繰延税金資産 179,541 206,114

その他 373,030 569,502

貸倒引当金 △47,834 △47,676

流動資産合計 18,381,742 17,283,820

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 16,161,343 16,123,270

減価償却累計額 △9,999,089 △10,088,850

建物及び構築物（純額） 6,162,253 6,034,420

機械装置及び運搬具 25,823,618 25,841,577

減価償却累計額 △19,184,678 △19,325,056

機械装置及び運搬具（純額） 6,638,939 6,516,521

土地 8,214,737 8,213,899

その他 3,415,788 3,377,049

減価償却累計額 △2,416,201 △2,079,332

その他（純額） 999,586 1,297,716

有形固定資産合計 22,015,517 22,062,558

無形固定資産   

のれん 280,186 264,620

その他 525,406 507,229

無形固定資産合計 805,592 771,850

投資その他の資産   

投資有価証券 22,618,923 22,417,933

繰延税金資産 51,409 50,062

その他 962,823 930,607

貸倒引当金 △14,758 △14,758

投資その他の資産合計 23,618,398 23,383,844

固定資産合計 46,439,508 46,218,253

資産合計 64,821,251 63,502,073
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,895,729 11,545,529

短期借入金 2,143,845 1,995,379

1年内返済予定の長期借入金 565,000 565,000

未払法人税等 152,910 135,233

賞与引当金 198,781 484,436

その他 2,725,238 2,543,408

流動負債合計 17,681,506 17,268,988

固定負債   

長期借入金 865,000 723,750

繰延税金負債 4,864,902 4,793,077

退職給付に係る負債 2,056,210 2,074,963

その他 596,340 442,309

固定負債合計 8,382,453 8,034,100

負債合計 26,063,959 25,303,088

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,000,000 4,000,000

資本剰余金 16,986,679 16,986,679

利益剰余金 9,441,460 9,157,264

自己株式 △978,859 △979,165

株主資本合計 29,449,281 29,164,778

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 9,524,316 9,360,946

為替換算調整勘定 84,056 △36,468

退職給付に係る調整累計額 △357,976 △348,770

その他の包括利益累計額合計 9,250,396 8,975,707

新株予約権 24,836 24,836

非支配株主持分 32,777 33,663

純資産合計 38,757,291 38,198,984

負債純資産合計 64,821,251 63,502,073
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 10,353,313 11,262,704

売上原価 8,728,519 9,396,728

売上総利益 1,624,794 1,865,975

販売費及び一般管理費 1,729,856 1,793,003

営業利益又は営業損失（△） △105,062 72,972

営業外収益   

受取利息 1,245 1,926

受取配当金 137,635 140,404

雑収入 61,922 41,874

営業外収益合計 200,803 184,205

営業外費用   

支払利息 6,071 5,541

為替差損 13,255 29,544

雑損失 19,163 5,027

営業外費用合計 38,490 40,112

経常利益 57,250 217,064

特別利益   

固定資産売却益 154 589

特別利益合計 154 589

特別損失   

固定資産売却損 － 125

固定資産除却損 6,512 10,760

その他 － 5,865

特別損失合計 6,512 16,751

税金等調整前四半期純利益 50,892 200,902

法人税、住民税及び事業税 86,581 110,374

法人税等調整額 △68,170 △21,354

法人税等合計 18,410 89,019

四半期純利益 32,482 111,883

非支配株主に帰属する四半期純利益 417 876

親会社株主に帰属する四半期純利益 32,065 111,006
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

四半期純利益 32,482 111,883

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 43,434 △163,361

為替換算調整勘定 △190,520 △120,525

退職給付に係る調整額 6,447 9,206

その他の包括利益合計 △140,638 △274,680

四半期包括利益 △108,156 △162,796

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △108,158 △163,682

非支配株主に係る四半期包括利益 2 885
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当

第１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産にかかる償却費を含む。)及びのれんの償却額は次のとおりであり

ます。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日）

減価償却費 507,496千円 507,677千円

のれんの償却額 － 15,565

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年３月31日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年２月５日

取締役会
普通株式 395,150 8 平成27年12月31日 平成28年３月７日 利益剰余金

 

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年２月８日

取締役会
普通株式 395,202 8 平成28年12月31日 平成29年３月６日 利益剰余金

 

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２ 包装材関連事業 不動産賃貸事業 計

売上高      

(1）外部顧客への売上高 10,265,924 87,388 10,353,313 － 10,353,313

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
671,736 9,180 680,916 △680,916 －

計 10,937,660 96,568 11,034,229 △680,916 10,353,313

セグメント利益又は損失

（△）
△63,029 78,615 15,586 △120,648 △105,062

（注）１　調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失の調整額△120,648千円には、主に事業セグメント間取引消去1,891千円、報告セグ

メント間取引消去1,187千円、各報告セグメントに配分していない全社費用△130,096千円および未実現利益

消去8,779千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

２　セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３ 包装材関連事業 不動産賃貸事業 計

売上高      

(1）外部顧客への売上高 11,173,190 89,514 11,262,704 － 11,262,704

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
829,592 9,180 838,772 △838,772 －

計 12,002,782 98,694 12,101,477 △838,772 11,262,704

セグメント利益 151,156 81,943 233,100 △160,128 72,972

（注）１　調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△160,128千円には、主に事業セグメント間取引消去1,818千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△122,410千円および未実現利益消去△21,943千円が含まれております。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　包装材関連事業におけるセグメント間の内部売上高又は振替高は、包装材関連事業内における事業セグメン

ト間の取引であります。

３　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日）

(1）　１株当たり四半期純利益金額 ０円65銭 ２円25銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
32,065 111,006

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
32,065 111,006

普通株式の期中平均株式数（千株） 49,393 49,399

(2）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ０円65銭 ２円24銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 100 88

（うち新株予約権） (100) (88)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成29年２月８日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(1)　配当金の総額 395,202千円

(2)　１株当たりの金額 ８円00銭

(3)　効力発生日 平成29年３月６日

　(注)　平成28年12月31日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年５月11日

ダイナパック株式会社
 

取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷　　津　　良　　明　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙　　橋　　正　　伸　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイナパック株

式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年１月１日から

平成29年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイナパック株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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